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債券投資会計

一一一ベイトン研究

原秀人

1 はしがき

jコ刀、;く F において「投畿は原胞とし

る企薬会計捺則改fgiれま

として，取得。原価?とよって記殺する

、てはき社債金謹より低い値観で買入れた

て敢得票filliで、記殺するJと

17において「投資有制証券は，

が， (ヰ1略〉

るま

対照法鐸額に増額し， より j高い価額で質入れた場合には，その差額

るまで、毎期一定の方法で社債の貸借対照表摘額かる

ることができるJと述べている O

しかしこの注げの後段に示されている社{交の貸借対揺表錨綴の増額また

は減額の w具体的処毅法については明らかでなし、本棋はこの点雪どもふく

券投資会討すとかんするベイトンの所説、な検討することを民的とするもの勺あ

る。

なお，文献は主として AdvancedAccounting (1941)および入総etAcc幽

ounting (1952)によっ丈ニ。

2 主翼墨金額どおりの投資の場合工〉

としては傍人投資家をはじめ金融機関その地の機関投資家主f

る二とができる。ペイト γによれば，私的ならびに公的程変券のかなり多
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く

人以外

ょっ として保有1されているとレわれ， 1思

し よ

してし、る，とし、う。さら

保有しているし，

として保有されている憤券

も少なくない，という。

ところ

右者のタイプによっても;l:

もちろん，所

る，とベイトンはいう。

との [~~1漆におい

お

ま
な

との関連ももちろん重要ぺぐあるが，そのほかに

も生ずるのであるつ

日もしくはそれより されることもる

れば，組織化さ

ら

ぷっ

されることもa!)00 

る手数および当議投資と

と くむ全コスト がイ昔言己さhな

t主

もっこ

らない。

L 、。

もしも現金以外の財産が投資さ

公正な市場結格が会計器的上ラ

〈設仔tll)

マ
ペ3

となるのである。

した。 100，000ド

ノレ， どおりで， L、。

M 干上佼券 100，000ドノレ

銀 行 100，000ド、ノL

この場合は額間金額で取持したので，契約ょの科卒〈ターボジ利率〉はま

た利回りでもある。この場合，年4% (半年2%)の科率であるとすれば第
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1回の未収不Ij患の計上はつまの仕訳によっておこなわれる。

未収債券利，鼠 2，000ドソレ

受取利窓 2，000ド‘ノレ

この科患が入金になれば，つぎのごとくなる。

環 金 2，000ドル

来j奴佼券利息 2，000ドノレ

来~文科録、試，その発生と入会が同一会計年度に生ずるので、あれば，

しなくともよいわけで、あるが，未~又科議、の計上はしばしば必擦とされる

ので， ような2段階の処理が正規の好家しし

2) 

M社の債券がら}j1日付けで向日 れた。

月1日 る。この場合，

月のお患を計上するためにつぎの仕訳が必蓄さである。

米i以後券利怠 666.67ド、ノレ

受取債券利恩 666.67ドル

〈設例 3)

る。

日はら}j1日および、11

ると、すれば， 11"-'12 

A祉はM社の告を券会その名目的発行臼以後に取得した。その取得髄鶴が議

期額く額言語金額〉プラス契約科卒で計算され，た科患であったとすれば，その

当額は債券投資諒恕から除去しなければならない。たとえば，積券は

5月1日付けであるのに6月1日に発行された場合には，つぎのよう

される。

予知反俊券利段、

M 筏債券

告長

333.33ドノレ

100，000.00 

行 100，333.33ドル

そして， 11月 1自にはつぎの仕訳が必要である。

(1) 

米収債券利息 1，666.67ドノレ

受取債券利息 1，666.67ドル

5 ;を月間の利燃の計上。
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現
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沿}

金 2，000.00ドノレ

2，000.00ドノレ

ターぷγ特1，入金。

注)(1) W. A. P乱ton，W. A. Paton， Jr.， Asset Accounting， 1952， pp. 143~5. 

3 額器金額以下の投資の場合。

(a) 割引績の

議券はしばしば満期額以下の価格で発行されることがあるいまた以前の

保有者から綴間割れの締格で取得されることもふつうである。かかる場令，

その;割引額をどのように処理すべきかということで

ある。一つの見解によれば，震券投資勘定はコスト，すなわち投資額で維持

さされ，修正をおこなわなし、。そレてこの金額と，満期のさい

期日まで保有'dれる場合〉に改選される額霞金義援との差額は，ここれを償還年

自 (an item of incomめ として処理するのである。同織に，も

日以前に服売等によって処分されるならば，その

コストを超える

なる。

(a gain) として処翠されることに

ところで、この手続は割号 く，むし

て説明十るのとかわりがない，とベイト

;iで保有する毅りのない投資家，あるいは割ヲ

もとづい

，置券を

(a schか

m詑 ofaccumulation)の採照をほとんど必要としないほどに産少の場合に，

とくに議議されるにすぎないのであるが，かかる野義主基準にもとづく処理

法は内閣議入法の見解と…致ずるくただし無利息連邦震は裂である)，とい

う。

い交一つの処理法〈実務上あまりおこたわれていないのであるが〉は，市

よって正規の再評語をおこなうことである。安定した利率と

金融事情の時議に発行された短期の長券の場合には相場の霞;きは割引額の蓄
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ってみると，

価格は劉ヲ よりも よq てより多く うけるのがふ

つう る。もっとも， して再静{面をおこ

なうことができないことはいう玄'1::'もなし、

ところでベイト γによ

註ccrualof discount) 

i額の体系

として強く

しうるとし、う O

(設倒4)

I 

92，205.42ド

4 10 100，000 ドノレ〉 た

りはらタぎとなる。

との室長類7，794.58ドルはたしかに取得時の

されるものでもなし、

るが， しかしながら当該後券のを色慌にわたって

ることがより る，とペイト

る。

I る100，000ドルおよび半年ごとの 2，000F 

との総額140，000ドノ吋こたいして92，205.42

ド コストと140，000ドノレと .581'~ ノレ

~ó こ

う七40，000.00ド ，794.58ドノレt主

日当日 るものではなく，

しかしながらラ満期

(a growing 

る。5日curityaccoul1t) 

さ 日

れるべ

常に多くの場合，

、て，かかる;fIJ

る。ベイトン広よれば，

られる割出額は満期額の
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5%未満であるとされるが，これはク{ボシ利率と発行日 回りの

がふつうは能記設併にみられる援よりも小さいことをいみするの 2)

(b) 欝号

ベイト γによれば鋭引額の計上法には産線法 (straight-1inem告thod) と

利息法 (interestm企がある。慈畿法は筒d券期間にわたって割ヲ

等に配合、ずる方法であってs 計算が簡単であるという利点をも叩ている。こ

の方法によれば利姐りを参議ずる必要はなく，たんに当該債券の取得尽から

おまでの会計j議院数によって割引額を分裂すればよいのである。したが

ペコ される年産科思収益はクーポン邪悪プラス直線法による割ヲ

分額〔議経額〉であり，僚券期間中のどの年度も同じ手続が繰返される。ベ

イトジによれば，この法をして畿分反論すべきものとするのはあきらかにこ

の点であるという()1何故かといえば，割引額の蓄積の結果，

るにもかかわらず，収益額には変化がみ

怖にもとづいて毅得された報離の率は年ごとに変化するという

を招くからである。

る

際の利廻り

る。この方法によれば，実

される幸IJ患額の決定のためにそら余計年窪

のはじめに，壁券投資勘定の簿留にたし、して適用されるのであるO そしてこ

こに主主出される金額と同類の名吾的利息〈契約利息〉と

額分となるのである。こ

の表示を可能にし，かく

欝ヲi部;擦で取得さ

ある。喜〉

く設例 5) 

よ る均一の利回り

内在する欠陥'a:ざけることがそきるの

る一般会ぢ手続はつぎのごとくで

I社はM社の議券100，000.00ドル〈額間金綴〉を92，205.42ドノレで‘購入し

置券は 1月1阿付け，科患日は 1月1日および?見 1日o 1社の決算B

拭 6)ヲ30日および12R31日である。



り

菅原

1月11=1

M 社佼きま 92，205.42ドル

銀 行 92，205.42ドル

佼券の隣人a

6 f.l30日
米l以後券利忍 2，000.00ド、ノレ

M 社僚券 305.14 

受取叡券利段、 2，305.14ドノレ

当期稼得持怠の計上〈鋭51額努続分さとふくな)0 4) 
7f.11日

援 金 2，000.∞ドソレ

米i奴債券利怠 2，000.00ド、ノレ

ターボγ入金。

12f.131日

2，000.00 Fノレ

M 社後券 312.76 

くむ)0 5) 

この手続が10年錆灘統されて，

117 

L，そして利関

とも なるように収益総額が配分計上怒れるのである。

つぎにベイトソは潤患自の中障に割担額格で債券な取得した場合につL、て

言及する。

〈設保6)

I社は3月1日にM社の債券(1月 1日付け，利率4%，期限10年，満期

翻100，000ドノレ〉、ごと92，205.42ドルで、敢得した〈科部り 5%)。市場状誌を不

変とすれば 3)ヲ1自の公正嫡格はつぎのごとく計算される。

1 f.I 1日総額 92，205.42ドノレ

割引室長守容積分 (2ヶ月間) 101.71 

グーポγ利怠 (2ヶ月

3f.11ヨ価額

この計算にもとづく Z社の憤券投資にかんする在訳はつぎのとおりであ

るO
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M お:佼券会2，307.131-'ル

債券税堅、対価 666.67 

長良 行 92，973.80 rノレ

その後6月30日がI詮の決害事日とすれば，そのときに必要な詑訳はつぎ、の

ごとくである。

未収債券科怠 1，333.33ドノレ

M 社債券 203.43 

J&幸Ij怠 1，536.76わレ

7月 1f:l (クーポソ料患の務 11混入金日〉に，

され，額が未J以依券科怠瀦読む，333.33わけと

2多000ド

(666.67 

ドノレ〉 される。かくて，

鵠り 5 経過した 2J与丹分のグー

;f!ン矛IJ患の持{部を要求されるのであるヵ入 l}jlfl 
， 
f 
い

て 1月 1r:l以降の 2tJ月間，その しえたので、あ 006) 

注)(1) 添え A PatoD， W. A. PatoD， Jrリ ibid.，pp. 145-152. 

ω) 前例では説明の使3之上，割引率合大ぎくしてある (ibid.，p. 147)。

ベイトソによれば，後券投資勘定には満期額を計上し，諮問

に計上すベ~であるとナる見解がよ号、られるという。この処理法こよれば，滋切な勘

定科院は「紙社佼券一満期額Jおよび Dvl社依若手…割51組jであり，
は毎期復1引額薬事三分が僚記されることになる。しかしながら，
ぎない(発行会社においてはふつう，依券発行によ

ごとき2滋定泳用いるのであるが)，とベイトンは主張する (ibid.， p. 149) 0 

(3) 非常に多額の割引が利息の支払いおよび元金の償還を疑務視させるほ

行会社の財政的欠陥を設校ずる場合には，当該後妻舎の購入価格と滋期額と

毎期，務@]りにもとづトて蓄毅ずることは，手続として問題なしとしない (ibid.，pp. 

145-7)。
(心割引額議絞分305.14

92，205.42ドル〈債券取終協Y.5)x 2.5;1<5 (学年科測り)-2，000 ¥--ノレ

〈未絞俊安全科怠〉ロ 305.14ドル

(5) 務会ttilの割引i誤認続分312.76rんはつぎの計算式によって算出される。
92，510.56ドル〈慾u認の議絞縦だけ治係した佼券投資簿俄)x 2.5.% 
312.76ドノレ

し
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(6) 債券はときに，取得涼i価プラ よる未収利息で評偏されることが

少なくない。もしこ

ある。

されるならば， 3月1日 ごとく句、

l}H r:rの価額 92，205.42ドル

オ…ぷγ利怒 (2カ月分〉

3月1段

もしも市場状況が有税ならば，この言十銭法による場合，投資鋭にとっては101.71

ドルの特別の節約あるいは追加的1!iU引に主主るであろ。うすなわ，ちこの場合には発

か Bまでの終iJsl孫絞分につL
596の市場利回ちな若干上まわる利問ちで投資求しないわけであるから，

したことになるのである。この機会，投資偲における泌総的な手続は， 9年10)ヨヵ

践に割引総額7，7合4.58ドノレ (100，000ドノレ 92，205.42ドノレ〉さと答絞できる正確な

利関りを算出することである。しかしながら，もし1月1院に計算された5

回りきとヲi額蓄積雪i慨も?たてるさいと遊潟ナることがのぞぎれるならば， 3月1お

く:ii:れるべき 101.71わレの特別の節約は，満期日"jj:'なの118;む互にわた

してもよし、。この処理法によれば， 3月3Uヨには92，872守的

ず/レを支出し， 6 Ji30尽にはつ3ずの仕訳がおこなわれる。
1，333.33ド/レ

M まl:佼裁会 206.88※ 

受取仮IJ券利息 1，540.21ドノレ

55ぎの利回りで4カ月間の割ヲ

これよりもさ

γノレの迫力日制引額を3月1r:rからの118カ月にわたって， 1 Ji 1認の脳級と利回り

で算出された溺51額の苔fdf分に比例して計上すること酬なある (ibid.，p. 152)。
※ 2札 43ド/レ(胸部怜がノレ(追加害時総低訂以寸γ 〉

口 206.88ドノレ

次長ド皮には， 312.76ドル〈前出)+5.17ドル(101.71ドノレX

ドノレとなる。

) =317.93 

4 額面会議以上の投資の場合 1) 

わち割引報誌で、取得される ること二ザコ

いて 、てみたところであるが， みま すなわ

されることもある。ベイトンによ

っうみられるところであるという。
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この割増発行(投資側からみれば，割増取得〉はクーポシ利率が市場状況

によって要求される利回りよりも高い場合におこなわれるのである。すなわ

ち，割増額は，クーポン利率が利回りと一致すると仮定した場合の年度利

息 (periodicamount) をクーポγ利息(契約利息〉が超過する額を利回り

で計算した現在価値を表わすのである。したがって満期額を超えて投資され

た金額は，満期日に回収される金額で一括的にこれを償なうのではなくて，

むしろ一連の利息受け取りの形で償なうべきことになる。このようなわけ

で，割増価格で債券を取得した場合には，毎年度の受取利息から，償なわれ

・た割増額相当分を除去するように注意しなければならなし、。この部分はあき

らかに資本の returnで、あって利益ではないのである。

さて，割増額の実務上の処理についてであるが，これはしばしば債券の取

得日のロスとして処理されてきた，とペイトソはし、う。この処理性によれば，

したがって利息として入金になる額はすべて収益として計上されるわけであ

るが，この処理法はあきらかに正確性を欠くとし寸。他方また，当該割増額

を満期日のロスとして処理する実務も同様に反論すべきものである，と彼は

主張するのである。結局，唯一の健全な手続は，少なくとも長期保有者にと

っては割増額を体系的な方法で取得日から満期日までの期間に配分(償却〉

することである，という。

(設例7)

I社はM社の債券(1月 1日付け，利率5%， 10年期限，額面金額100，000

ドソレ〉を 108，175.72ドル(利回り 4%)で取得した。

この場合， 8，175.72ドソレの割増額は当該債券の取得時においても，あるい

はまたその後のいずれの時点においても，ロスでないことはたしかである。

これはむしろ 5%のクーポγ利率がこの種の有価証券にたいして市場が要求

するレベルよりも高いとしづ事実にかんがみて 1社が同君、するところの追

加投資であり，これは{責券期間中，発行会社のおこなう利息の支払によって

償なわれることになる。したがって実際の利息額は契約にもとづいて入金に

なる150，000ドノレと当該債券取得時の投資額108，175.72ドルの差額41，824.28
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ドルである。そして入金になるターボ

20)が王室撲の手lJ忠額を超える金額は，

121 

50，000ドノレく2，500ドノレ×

、する部増額の 1・eturn

ほかならない。それゆえ，投資側における適切な会計は毎期利息のー協会舗

双ortization) にふりむけることで、あり，こうすることによっ

自に入金になる金額をあらわすことになるの

o 

つ日?に灘消金のi資去IJ法について，ベイトソは，直線法が第単な方法であり，

また籾税目的上認められているので、あるが，複利法 (compou双d-I以邑1・告は tr輔

がより正確な処理法である，と

8) 

ゐ。

関は 1fl 1日および7月 113 0 1社の決算日は6月初日および 12月

31 である〈その越は諮例iどおり〉。この場令，割増額の償却はつ5ずのごと

くおこなわれる。

lJj 1 EI 

M 社債券 108，175.72ドノレ

銀 行 108.175.72ドル

6月30日

米収債券利息および鰯t線級 2，500.00ドル

7月1紛

滋 金 2，500.∞ドル

12J~ 31 EI 

2，163.51ドノレ

336.49 2) 

2，5000.00 ド、ノレ

未奴債券利底および鋭機緩 2，500.00ドル

2，156.78ド)v

M 校後券 343.22 3) 

ゐニの仕訳にあきらかなように，

るが，これは債券投資額が漸減するにもかかわ

あることから生ずるのである O

援増額の上述のごとき錠却は割引額の蓄積と

々増額するの

利息年金が定額で

ある場合には置券の市
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場価格の変動に影響をもつかもしれないけれども，この見解はもちろん取引

所に登録されている債券あるいは証券業者の庖頭(取引所でなく〉で容易に

売買される債券にのみ適用で、きるにすぎない。債券価格の変動はかなり長期

にわたってみれば，主として利回りの変動および借り手側の事情の変化によ

って影響されるものである。

つぎにベイトシは利息日の中間に割引価格で債券を取得した場合について

言及する。

(設例 9) 

I社はM社の債券を 3月 1日に取得，その{也の事情はすべて前例と同じで

ある。この場合， 4%の利回りにもとづく 3月 1日現在の賃券価額はつぎの

とおりである。

1月1日の価額 108，175.72ト、ル

割噌額の償却 (2カ月分) 112.16 

クーポン利息 (2カ月分〉

3月1日の価額

108，063，56 

108，896.89 

おなじ計数は別の計算によっても得られる。

1月1日のli日l額

真実の利息 (2カ月分〉

3月1日の価額

108，175.72 

721.17 

108，896.89 

上記計算にもとづく仕訳はつぎのごとくである。

3月1日

M 社債券 108，063.56ド、ル

債券利息対価 833.33 

銀 行 108，896.89ドル

6月30日

未i良債券利息および割増額 1，666.67ドル

受取利息、 1，442.34ド、ル

M 社債券 224.33 

7月1日

現 金 2，500ド、ノレ

4) 
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俊室長利息 833.33ドソレ

米収fl!ï:~券札号、および割増額 し667.67

以上のよう よればllJl1自 した4%

2%)の利回り られることになる。 間以降経過

した月数にたいするグーポン科患の前払い〈この分は，第 1閣のクーボソが

間収される〉をするのであるが，しかし設は 1月 1日に

された割j税額総額のうち， 1~2 月

しないのである。もしも 1月1臼現在価格ブラ

い未鼠jflJ患をもって喜子髄されるならば，ぃ

三》 マ
90  

注〉 ωW.A. Paton， V..f. A. Paton， Jr吋 ibid.，pp. 152~5. 

は利回り法4%

(2) 初年波の利息は半年2.96'の利回りな原初投資額108，175.72ドルに采じて主主iお

される。そしてこの金綴とクーぷン科患2，500rノレと
Fソのをあらわず。

〔紛然2

長吉

グ…;t;ンjf.1j胤2，500γノレと

なる。

(め真実のお怠はlJjl日の{制約こ利回りを乗じて求められ，これはクーポγ浮u
怠833.33ドノレと割増額償却分112.16ドソレとの差額1Lあらわず。

5 割引額および謝増額の調整スケジュー)1，..1)

量券~その満期Elどで保有する:怠鴎をもっ i価額もしくは割増価額で、耳元

得した場合には，割ヲ るスケジェーノレを

作成することがのぞましい，とベイト刈まし、う。第 1表は発行阪に割引{償額

で取脅しょこM社債券にかかわる害時l額蓄畿二九ケジ品{ノレの例示である。

〈設例 10)

M社境券， 1652年 1月工段付け， 日1962年 1月 1El ，満期額100，000

ドノレ，グーポン科率4%，利息日 1Jl 1臼および7月 1El ，置券歌得日1952

lJllEl，投資額92，205.42ドル，利問り 5 訣算日 6月30Elおよび12

Jl 31日。
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(第1表〉

j切 日

1952. 6. 30 

1952. 12. 31 

1953. 6. 30 

1953. 12. 31 

1954. 6. 30 

1954. 12. 31 

経済学研究第14巻第4号

M社債券割引額蓄積計回

債券投資 稼得利息
( 額入X金面2利金%額息) 

割引額蓄

勘定残高 (fJμ) t'e 
A B C D 
ドノレ ドル ド‘ノレ ドノレ

92，205.42 2，305.14 2，000 305.14 

92，510.55 2，312.76 2，000 312.76 

92，823.32 2，320.58 2，000 320.58 

93，143.90 2，328.60 2，000 328.60 

93，472.50 2，336.81 2，000 336.81 

93，809.31 2，345.23 2，000 345.23 

割引額蓄

t!t主主計
B 
ドノレ
305.14 

617.90 

938.48 

1，267.08 

1，603.89 

1，949.12 

もし債券の取得日が債券日あるいは利息日と一致しないときは，上記スケ

ジューノレの第 1期の計数は適用できなし、。たとえば債券が3月 1日に2カ月

分の割引額蓄積分 101.71ドノレおよび2カ月分のクーポン利息 666.67ドルを

加算した価額で取得された場合，最初の投資額は 92，307.13ドノレ 2) であ

る。第1期の稼得利息はしたがって上記スケジューノレに記された金額の%，

1，536.76ド、ル，入金利息額〈当該債券取得時までの経過月数に相当する利息

対価分をのぞく〉は， 1，333.33ドルとなり，割引額蓄積分はしたがって，

305.14ドノレで、はなくて 203.43ドノレとなる。

第 2表は割増額償却のスケジューノレで、ある。

(第2表〉 M:t:土債券割増額償却計画

債券投資 稼得利息
(額入x2金面.金5利額μ息) 

割増額償 割増額償
期 日

勘定残高 (AX 2%) 却 却累計
A B C D E 
ドノレ ド‘ノレ ド、ノレ ドノレ ド‘ノレ

1952. 6. 30 108，175.72 2，163.51 2，500 336.49 336.49 

1952. 12. 31 107，839.23 2，156.78 2，500 343.22 679.70 

1953. 6. 30 107，496.02 2，149.92 2，500 350.08 1，029.78 

1953. 12. 31 107.145.94 2，142.92 2，500 357.08 1，386.86 

1954. 6. 30 106.788.86 2，135.78 2，500 364.22 1， 751. 08 

1954. 12. 31 106，424.63 2，128.49 2，500 371.51 2，122.59 



125 

〈設部 11)

M栓f責券， 19む年 1n 1日付け，満期日 1962年 1月 1B，瀦期額100，000
ドノレ，グーボン利率5%，新息日 1n 1おおよび7月1El，償券取得1:31952
1 n 1日，投資額 108，175.72ドノh 矛lJ[illり4%，決算日 6丹30日および
12月31閃〈絞掘の都合で，衰をささにした〕。

注)(1) W. A. Paton， W. A. Paton， Jr.， ibid.， pp. 155~7. 

(2) 92.2の5.42ド・ノレ(l月 18の投資額)+101.71ドソレ (2カ分の鋭51談蓄積分〉

口号2，307.13ドノレ

6 農務不罷行讃券の処理 1) 

利息あるいは満期額が当該文払おに支払われない場合，そ

(defaulted bonds) となる。かかる不履行が生じた場合には，来~又

七ふくめて告を券投資勤定の簿{簡を特別勘定に援努えることがのぞまし

く，il:たかなり多数の口ス合譲ったと信ずべき盟台がある場令には，そのJi!.讃

り綴を控除勘定に貸記することがのぞまれるのであるcある場合には，議務不

履行は措り手{児!の一時的な財E史的関難によるものであって支払いはやがては

じめられるかもしれなし、またある場合には，法務不履行は破産によるもの

て，更生もしくは溶箕がおこなわれるかもしれない。

中は，不履行憤券は管財人等に張託されることがあるが，このよう

投資{関!の帳簿上，新規勘定の設定がとくに適拐で品ちると，ベイトヅは述べて

L、る O

(設併12) 

S 5%科{寸 取得した 00，000ド

ノレ〉。その後，ある年度の7月1日に支払うべきグーポヅが不臆行になった。

もしI社がすでに過去半年間の矛Ij息合すでに計上していたとすれば，

(sour ass日ts) を分離計上するためにつぎの z仕訳が要求される。

S社佼券および利息 10，250ドル

S社佼券 10，000ドノレ

受耳元罪u怠 250 
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またS社が清算されることになり，同社の債券保有者にたいしては満期額

の50%だけが保障されることになった場合には，見積りロス 5，250ドノレがつ

ぎ、のごとく計上されるO

債務不履行債券ロス 5，250ドル

債務不履行債券ロス引当金 5，250ド、ノレ

債務不履行債券ロス引当金はS社償券にたいする控除分をあらわすもので

あるから，財務諸表上，そのように記載すべきであるO 見積りロスは損益計

算書の特別項目として，当期に控除しうるO もし， 250ドルの利息が見積り

ロスが認識されたその同じ年度に計上されたものであるならば，つぎのごと

き反対仕訳がおこなわれることになる。

受取債券利息 250ドル

未収債券利息 250ドノレ

したがってこの場合，特別ロスは 5，250ドノレで、はなくて 5，000ド、/レとなる

わけであるO

ところで債務不履行債券が上場債券である場合には，相場の低落が計上す

べきロスを見積るさいの基礎となり得る，とベイト γはいう O

つぎに，当該債券にかんする最終的決済がおこなわれたときに確定する実

際のロスは見積り額とは一致しないであろうから，その場合の処理はつぎの

ようにおこなわれるO

(設例 13) 

その後の会計年度においてS社の清算が完了し， 1社は清算額のわけ前と

して 5，700ドルの小切手をうけとった。

現金 5，700ド、ル

債務不履行債券および利息ロス引当金 5，250 

債務不履行債券および利息 10，250ド‘ル

債務不履行債券精算利得 700 

上記仕訳は，債務不履行が生じた年度におこなわれたロスの見積りが700

ドノレだけ多すぎたことをあらわしている。しかし見積りロスの全額は過年度

に控除されているのであるから，債券投資の正味簿価をこえる回収額は，そ
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の罰収年度の利得となるのであるむの

注)(1) W. A. Paton， W. A. PatoD， ]r吋 ibid.，pp. 164~6. 

(2) 銀行ならびにお路江沿染者をのぞき，会社および政府等公共弱体?とよって発

している一般投資家比当該債券がまったく然悩悠 (whol1y

worthJess)になった場合にのみ，その見絞りロ7.'.Ii:'狙税自治上被徐として処理で念

る(ibiムp.166) 

? 龍券の詩髄評価 1) 

さきにもみたごとく，上場経券の市場似i絡は主としてがj率の変動と措り
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{RIJの財務主葬儀および見透しの変化によって影響なうけるのであるが，この市

どのように取扱うべきであるか，これがこの節の開題で、あ

る。

ペイトジは，積券投資の評{郊基準としては諒舗が望ましい，と主張、ずるの

で、あるが，しかし市場価格を無視しえない場令があること宏指携している。

たとえば，市場性ある有価証券にたいして一時的に投資した会社では，貸借

るし，かりr:こ債券勘定そのもの

が修正されないでも，市場経格をカッコづき p あるいは騨在の形式で表示す

ることは，つねに良き

が原{面よりもいちとるしく

られている，という O さらにまた市場翻格

した場合は震強が財政状慈の表示にすよし、して

ほとんど意味をもたないこともあきらかである。かか くまでも原

ること怖を盛執することは財政状懇の記録として

誌明白なことなのである。したがってたとえば，市場鵡務の義務の場令に，

僕券の市場鶴格の俄菩を示すための評線踏定が設定され，一方では実現ねス

としてではなくて積券鱗定の相殺 offset) として，処方で;玄投資似の資

るいは剰余金勘定の挫強(設 contr吋としての修正記入なおこなうこと

はたしかに反論すべきことではない s という O

問機に保有債券のいちじるしいよ創部の場合にも， もと

ること きること るo 2) すなわち，ベイ



128 経済学研究第14巻第4努

トンによれば市場性ある{賞券を保有する投資家の前政状態は主主の，制箇証券を

る投資家の対致状態と間様に，その保有する償券の実現可能槙組の変

動によって非常に明点

筏を閉じ

うけるのであって，かか

らないという O

たいして会

ところで，長期にわたりかなり大最の管券を保帯する

市場価格の変動が投資家の政築に影響をもたないかさずりさき該価格変動を認識

る こなうことは，ほとんどもしくは全く根拠が

ないとしばしばいわれている。しかしペイトジによれば，この見解は十分に

るとはいえないといわれる。うたがし、もなく市場舘格は長期保有者

にとって よりも際心がもてないし，こと

日食基金などによって保?討されている援券のように，その処分に務確な1li-IJ離が

つけられている場合にはそうである。しかしながら，市場儲絡は実務上あら

ゆる場合に隊務管理にたいして担裂かの意義および溺連合もってし、るの

る。第1に，市場極務は少なくとも投資致筑および意思決症が，それにもと

づいておこなわれる情報の背景の一部となるのであり， fi磁格の上昇あるいは

下落は賓券の長期的かっ制限された保有の場合でさえも，当技法券の処丹に

くかもしれないのである。さらにまた年々の投資にかんナる判断のさいに

は市場価格の参日震が必嬰となるのである。 したがって，特定の憤券について

る収益率を，受取料患な際鶴あるいは欝摘にたいじて適郊ずることに

よって算定ナるこは適訪ではなし、実際上夜営、義な持回りは，実現収益さと現

在の市場{耐ちと比較することによって得られるのである O たとえば，ある保

険会社が4%利付き境券を市場で80ドル o前掲額〉で購入したとする(鱗計
額の審擦の問諮は捨象する〕。この場合，もし4ドルのク…ポン利息が80ド

ノレの欝{認と比較されるならば 5;写のキIJ関りとなるわけであるが，も

利子率が低落レとさ話設費券の市場{連絡が 120ドノレに勝資したとすれば，この

たいする実擦の利回りはわずか，すなわち斗一%にすぎない。

~ 

」

ヵ~， しカミしこ 5%よりも 3

こなわれることをのぞむて、あろう

となることは明向



債券投資会計菅原

であると，ペイトンはいうのであるO
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かくて，ペイトンはつぎのように主張するO すなわち，保有する上場債券

の価格が投資側の簿価よりもかなり低く，または高く変動した場合には，投

資側の記録および財務諸表においてこの事実に留意することは許されるだけ

でなく，望ましいことでもある。そのさい少なくとも貸借対照表においてカ

ッコづき，もしくは脚注で市場価格を表示するようにしなければならない。

またこれよりも幾分正式な手続は補助勘定を設定して，そこに原価あるいは

簿価と実現可能な市場価値との差額を計上することであるO この手続は多数

の会社によって採用されてきたところであるO これは価値の増加を実現利益

として取扱うことをいみしないし，また必ずしも収益にたし、する見積りロス

の賦課を必要ともしなし、。極端な場合にはさらに進んで，市場価格を accou-

ntability の基準として新たに認めるくこの場合，歴史的原価資料を従属的

地位におくことになる〕ことが望ましい，とo 3) 

住)(1) W. A. Paton， Advanced Accounting，r 1941， pp. 179~180. W. A. Paton， 

W. A. Paton， Jr.， ibid.， pp. 166~9. 

包)資産の簿{illiの増加修正にたいする一般的偏見に向調して，債券相場の上昇を

示すために債券投資勘定を修正 (restate)しようとする傾向はほとんどみられない。

しかしながら，相場がなり多額に，かつ継続的に簿価以下に低落している場合には

債券投資勘定の直接的修正か，あるいは控除勘定 (acontra reserve)によって簿価

を引下げることに賛成するものはいる (ibid.，pp. 166~7) 。

30年代の不況時には，保険会社や大きな金融機関はその報告書において相場にも

とづく修正をおこなうことには，つぎの理由で強く反対した。すなわち，そのよう

な修正をおこなうことによって当該会社はたとえ法的にはそうでないとしても文字

どおり破産しているようにみえること，そしてこのような公示が不信を買って，さ

らに事態を深刻にしてしまうからである。このことは，危局にさいしては会計報告

書に当該会社のあるがままの実態を表示させることは容易なことではない，という

に等しい。取引所における相場変動が，処分しようとはおもっていないしまた現

在相場で全部売れることは多分ないような大量の債券を保有している個人や会社か

らはあまり重大視されないとしても，上場債券のitJ!易価格は一般に，処分可能価値

(value available)の最も重要な証拠であって，すべての利害関係者がこのようにみ

ているのである (w.A. Paton， ibid.， pp. 179~180) 

(3) たとえば×鉄道会社債券(満期額 100，000ド、ノレ〉を 45，000ド、ルで、取得。後に
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事情の変化により

経済学研究第14巻第4努

ドノレに上手守， らみてこの総額が

かなりの郷!湾総持されそうでw喜うるとした;場合にはつぎの伐訳がおこなわれる。

× 

50，000ドノレ

とみられるく添えん Paton.

W. A. Paton， Jr.， ibid.， p. 168)。

8 ベイトン説の検討

以上 るベイト γの月号説を考察してきたのであるが，

ぎのごとくである。

(1) 費券投資にかんする遥毘な余計基準は通常，取得原価であるべきこ

と。すなわち，当該償券が採草i発仔によるものであろうと，あるいはまた欝

増発行ーによるものであろうとく乎髄発行の場合にはまったくr.話題がない)， 

投緊張1]の帳簿上，当該後券投資勘定はその発許猫額〈およびその取得のため

の ということである。

(2) 援券が鋭ヲ

しなけれ

bまならない。

額引額あるし

として処理す

しくなし、。ベイトンによれば，

いは割増額を債券類簡にわたって配分苦?上すベ~

じた処理であっ

l容認ある

る。すなわ

、ては録期の号室却が喜怒ち， 、て ，ま

三!ミされるのである。

(3) 割ヲ るいは割増額の祭却法については，ふつう と

とがあるが，ベイトジによ

限りがえられるガ法である

(4) 

たいして

h
りノ

ト

ι るとされるO

、ては以上のごとく，いっ

ることがのぞ家れるのであるが事しかし当該佼券の市場価格
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債券の;場合〉をまったく無視できるかというと，場合によっては無視できな

い場合がある，とL、う O たとえば，市場価格が取得原価よりも著しく騰貴ま

たは低落した場合に，取得原価のままでは投資側の財政状態の表示はほとん

と、意味がなくなる。通説によれば，市場価格が取得原価よりも低落した場合が

とりあげられるだけで，逆に騰貴した場合は無視されるのであるが，ベイト

ンは低落の場合はもとより，騰貴の場合にもまた何らかの方法でその事実を

明示することが必要である，という O その方法としては，かかる事実の認識

にたいして最も消極的な方法としてカッコづき，あるいは脚注形式での表示

法があるが‘より積極的には評価勘定の設定による当該置券投資勘定の修正

の方法があり，極端な場合には，市場価格を基準とし，取得原価を従属的地

位におく会計に改める方法も認められる，と主張するO

以上がベイトン説の基本的な部分の要旨であるが，彼の以上の主張につい

てはつぎのごとき難点を指摘することができるO

(1) ベイトンは割引額あるいは割増額について毎期その蓄積あるいは償却

をおこなうべきことを主張し，その方法として直線法を排し，複利法の採用

が妥当であることを説くのであるが，その論拠が必ずしも明瞭ではなし、。彼

は償券投資勘定にたし、する毎期の利回りの均一性の維持をその論拠としてい

るのであるが，会計計算の原理として何故かかる利回りの均一性が要求され

るのかという点については，まったくふれるところがないのである。彼は会

計計算の原理としてそれを主張するかわりに，内部管理あるいは投資政策の

問題として，もっぱらこの観点から利回りの均一性を主張しているようにお

もわれる O

(2) 債券の市場価格が取得原価から著しく離反した場合には，これを会計

的に認識することがのぞましい，とベイトンは主張するのであるが，その場

合の論拠は，一つはもしそれを何らかの形で認識しなければ貸借対照表が財

政状態の表示として無意味なものになるということであり，いま一つは内部

管理あるいは投資政策の見地からもその会計的認識が必要であるということ

であるO しかし彼の所説においては，カッコづきあるいは脚注形式による表
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示は最低の要求 (theleast that should be done) 1)で、あって，たとえば低

価主義にたし、する被の主張と比較するとき，債券の価格変動の事実認識にた

いする彼の態度はより積極的であるo 2) 

たんに債券価格の低落の場合をとりあげるだけでなく，その騰貴の場合に

も同様にとりあげるべきこと，すなわち，低落の場合と騰貴の場合とでその会

計的処理に差別をつけるべきでないという点では，わたしもベイトン説に賛

成であるが，債券投資会計においてある場合には債券時価の影響を無視でき

ないこと，したがってそれをたんにカッコつきあるいは脚注形式で表示する

にとどまらず¥さらに積極的に認識することがのぞましいとベイトンが主張

する場合，その根拠が貸借対照表による財政状態、の表示あるいは内部管理政

策等に求められるかぎりにおいて，彼の動態的思考における一貫性の欠如が

伍胎しているといわなければならないであろう。 M政状態の表示や内部管理

政策，財務政策等によって企業会計の原理あるいは制度が歪曲されるべきで

ないことは，たとえばリトノレトヅとの共著 3) においてあきらかなように，

従来かれが強く主張してきたことであるからであるO

注)(1) W. A. Paton， W. A. Paton， Jr.， ibid.， p. 167. 

(2) いま一つの，もう少し正式の手続は，原価あるいは簿価と実現可能市場価値

との差額を計上すべき補足的勘定を設定することである(ibid.，p. 167)。

(3) W. A. Paton， A. C. Littleton， An Introduction to Corporat巴Accounting

Standards， 1940. 
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